
刈谷市障害者計画・刈谷市障害福祉計画障害福祉計画１

刈谷市障害者計画
●計画期間：平成24年度～29年度

※「刈谷市障害福祉計画」→平成18年に策定後、21年、24年、27年に改定

※ 「刈谷市障害者計画」 →平成10年に策定後、18年、24年に改定

障害者計画 障害福祉計画

根拠
内容

障害者基本法に基づき、医療や
福祉、雇用等障害者施策の基本
的な考え方と施策の方向性につ
いて規定

障害者総合支援法に基づき、国の基
本指針において示される成果目標や
障害福祉サービス等の見込量等（活
動指標）について規定

位置
付け

施策は、障害者の性別、年齢、
障害の状態及び生活の実態に応
じ、かつ、有機的連携の下に総
合的に策定、実施することが必
要
※法律上定めるべき事項の明
記はなし

（法定事項）
・障害福祉サービス及び地域生活支
援事業の提供体制の確保に係る目
標

・地域生活支援事業の種類ごとの実
施に関する事項

（定めるよう努める事項）
・障害福祉サービス等の必要な見込
量の確保のための方策

計画
期間

法律上規定なし
（現在は６年間）

基本指針で３年と規定

第４期刈谷市障害福祉計画
●計画期間：平成27年度～29年度

24年度
（2012）

25年度
（2013）

26年度
(2014)

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

32年度
(2020)

33年度
(2021)

34年度
(2022)

35年度
(2023)

第５期刈谷市障害福祉計画
第１期刈谷市障害児福祉計画

第４期刈谷市障害福祉計画

刈谷市障害者計画刈谷市障害者計画

年
度
評
価

年
度
評
価

年
度
評
価

第３期刈谷市障害福祉計画

障害福祉計画部分の評価・検証

年
度
評
価

年
度
評
価

年
度
評
価

年
度
評
価

年
度
評
価
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障害福祉サービス受給者等の状況障害福祉計画２

2

事業所数（平成27年～平成30年）※各年４月１日時点

障害福祉サービスの年齢層別支給決定者数 ※障害児通所支援等除く

支給決定者数
H27 806人
（身215人、知373人、精212人、他6人）
H28 833人
（身213人、知356人、精260人、他4人）
H29 851人
（身208人、知385人、精252人、他6人）

障害福祉サービス・障害児通所支援等の給付費

（単位：百万円）



３ 刈谷市障害者計画の進捗状況概要障害福祉計画

進捗状況 対象事業数 備考 （括弧内は事業番号）

達成した ６５

【15】身体障害者デイサービスセンターたんぽぽに防犯カメラを設置した。つくし作業所の定員を40名から50名に拡大する
ため、作業室等の増築工事を行った。

【23】聴覚障害のある人の意思疎通を図るため、筆談ボードを福祉総務課に設置した。
【47】特別支援学校の開設に向けて、小垣江東小学校の改修・増築工事を進めた。
【53】小高原小学校、平成小学校、小垣江小学校、小垣江東小学校のトイレをバリアフリー化した。
【63・73】一般就労移行のため、企業の雇用担当者を対象に障害者雇用セミナー及び事業所バスツアーを開催した。
【64】身体障害者を市職員の一般事務職として２名採用した。
【80】東刈谷幼稚園、小垣江東幼稚園、日高保育園、刈谷東中学校にオストメイト設備の多目的トイレを設置した。
【93】市全職員を対象に平成28年４月に施行された差別解消法についての研修を行った。

概ね達成した ３５

【18】身体障害者を対象としたグループホームが開設した。
【19】下重原住宅において、手すりや緊急通報装置等が設置されたシルバーハウジング型の住居を１部屋、整備を進めた。
【43】自立支援協議会の子ども部会において、子どもの発達に不安がある親向けに子育て支援セミナーを開催した。
【49】富士松南小学校に通級教室を新たに設置した。
【51】市内小中学校の特別支援学級児童の障害の重度化、多様化に対応するため支援指導補助員を5名増員した。
【90】一ツ木福祉センターを専ら福祉避難所とし、要配慮者の受入体制を拡充した。

達成していない １
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事業番号 事業名 内容 備考

３４ ピアカウンセリング

○障害者相談員を配置し、障害のある
人または保護者からの相談に応じ、必
要な情報の提供や助言を行います。

○障害者相談員と、民生委員・児童委
員やその他の相談機関等との連携が図
れるよう、支援を行います。

・障害者相談員は現在配置されていないが、障害者同士のカウンセリングであるピ
アカウンセリングは、障害者同士でお互いにつながり、支えあいながら自立生活を
目指すためにも有効であり、支援の方法について検討していく必要がある。

目標通り達成できなかった事業



４ 刈谷市障害者計画の進捗状況障害福祉計画

事業
番号

事業名 内容
実績

進捗状況
担当課
（H29）H28 H29

１ 乳幼児健康診査 〇４か月児健康診査、１歳６か月児健康診査、３歳児健
康診査を実施し、障害の早期発見、早期療育につなげる
とともに、育児不安のある保護者の支援を行います。

〇未受診者の把握と受診率の向上に努めます。

・４か月児（受診率100％）
・１歳６か月児（受診率99％）
・３歳児（受診率99.3％）
・未受診者へは家庭訪問を実施

・４か月児（受診率100％）
・１歳6か月児（受診率
99.6％）
・３歳児（受診率99％）
・未受診者へは家庭訪問を実施

概ね達成した 子育て支援課

２ 健康診査後の指導 ○乳幼児健康診査等で把握した、経過観察が必要と思わ
れる子どもとその保護者に対し、「さくらんぼルーム」
「どんぐりルーム」、健康相談等を開催します。さらに、
内容の充実に努めるとともに、一人ひとりに応じた支援
を行います。

・どんぐりルーム（317人）
・２歳、２歳６か月児健康相談
（1,341人）
・チューリップ相談室（85人）
・ひまわり相談室（20人）

・どんぐりルーム（293人）
・２歳、２歳６か月児健康相談
（1,381人）
・チューリップ相談室（74人）
・ひまわり相談室（25人）

概ね達成した 子育て支援課

３ 発達障害等への支援 ○発達の遅れやその疑いのある子どもが適切な支援を受
けられるよう、「ラッコちゃんルーム」や「ことばの相
談室」等を開催します。

○保健、医療、福祉間の連携を強化し、発達障害の早期
発見と早期治療に努めます。

○発達障害や高次脳機能障害について、県や関係団体と
の連携のもと情報提供等を行い、幅広く市民への知識の
普及に努めます。

・ラッコちゃんルーム（3,317
組）
・ことばの相談室（519組）

・ラッコちゃんルーム（2,840
組）
・ことばの相談室（316組）

概ね達成した 子育て支援課
福祉総務課

４ 成人の健康診査 ○生活習慣病の予防に向け、特定健康診査、特定保健指
導を実施します。健診実施率、保健指導実施率の向上に
努めます。

○障害の原因となる疾病の予防に向け、大腸がん検診等
のがん検診、脳ドックを行います。がん検診の受診率の
向上、脳ドックの受診枠の拡大に努めます。

・特定検診（受診率43.7％）
・大腸がん（受診率28.0％）

・特定検診（受診率44.1％）
・大腸がん（受診率28.4％）

達成した 国保年金課
健康推進課

５ 訪問指導 ○訪問指導を行い、育児に関する相談を行います。

○支援が必要な子どもや保護者に対しては、保健師が継
続した訪問や相談を行います。

・訪問指導（980件）
・あかちゃん訪問（1,506人）

・訪問指導（907件）
・あかちゃん訪問（1,412人）

概ね達成した 子育て支援課

６ 心の健康づくり ○市民健康講座等を通じ、心の健康づくりに関する啓発
と知識の普及に努めます。

・産後うつ病自己評価を実施
・心の健康づくりに関する市民
健康講座を３回開催

・産後うつ病自己評価を実施
・心の健康づくりに関する市民
健康講座を２回開催

概ね達成した 健康推進課
子育て支援課
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７ 医療費の助成 ○愛知県が実施する心身障害者・精神障害者医療費助成
のほか、市独自の医療費助成制度により障害のある人の
経済的負担を軽減します。

○国の制度改革等の動向を踏まえ、必要に応じて適正か
つ効果的な制度へと見直しを行います。

実施（心身障害者医療費助成：
1,411人、精神障害者医療費助
成：1,807人）

実施（心身障害者医療費助成：
1,432人、精神障害者医療費助
成：1,864人）

達成した 国保年金課

８ 医療機関におけるコ
ミュニケーション支援

○医師会等と連携し、障害のある人が医療機関で診療を
受けやすい環境づくりに努めます。

医療機関への手話通訳の派遣を
実施（223件）

医療機関への手話通訳の派遣を
実施（241件）

達成した 福祉総務課

９ 訪問歯科診療 ○歯科医師会が行うねたきり老人や障害のある人の自宅
への訪問歯科診療事業を支援し、安心して歯科診療を受
けられる体制を整備します。

実施（28件） 実施（21件） 達成した 健康推進課

１０ 訪問看護 ○精神障害のある人に対して、医療機関等が行う訪問看
護について周知を図ります。

実施 実施 達成した 福祉総務課

１１ 居宅介護等 ○介護給付による居宅介護、重度訪問介護、重度障害者
等包括支援、地域生活支援事業による生活サポート、移
動入浴サービスの訪問系サービスを行い、障害のある人
の自宅での生活を支援します。

実施
（居宅介護：136人、重度訪問
介護：8人、生活サポート：1人、
移動入浴：７人）

実施
（居宅介護：137人、重度訪問
介護：15人、移動入浴：７人）

達成した 福祉総務課

１２ 移動支援等 ○介護給付による行動援護、同行援護及び地域生活支援
事業による移動支援を実施し、障害のある人の外出を支
援します。

実施
（同行援護：9人、行動援護：1
人、移動支援：82人）

実施
（同行援護：10人、行動援護：
1人、移動支援：93人）

達成した 福祉総務課

１３ 自立訓練・生活介護等 ○自立訓練、生活介護、療養介護等を行い、障害のある
人の自立した日常生活や社会生活を支援します。

実施
（自立訓練：9人、生活介護：
196人、療養介護：11人）

実施
（自立訓練：7人、生活介護：
207人、療養介護：12人）

達成した 福祉総務課
社会福祉協議会

１４ 地域活動支援センター ○地域活動支援センターについて、創作活動や生産活動
の機会の提供、機能訓練、社会との交流を促進します。

実施（66人） 実施（60人） 達成した 福祉総務課
社会福祉協議会

１５ 障害福祉施設の整備、
充実

○障害のある人の自立支援の拠点となる施設の充実を図
り、相談や訓練などの支援を行います。

○老朽化した施設の整備計画を進めます。

心身障害者福祉会館、身体障害
者デイサービスセンターたんぽ
ぽにシャワートイレを設置

・身体障害者デイサービスセン
ターたんぽぽに防犯カメラを設
置
・つくし作業所を増築し、定員
を40名から50名に拡大

達成した 福祉総務課

１６ 短期入所 ○身近な地域での利用ができるよう、既存施設の利用・
多機能化について研究します。

○重度心身障害児・者が短期入所を利用しやすい環境整
備に努めます。

実施（47人）

重症心身障害児・者
短期入所補助制度
延利用者 13人
延利用日数 546日

実施（48人）

重症心身障害児・者
短期入所補助制度
延利用者 ８人
延利用日数 498日

強度行動障害児・者
短期入所補助制度
対象者 ２人
延利用日数 508日

達成した 福祉総務課
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事業
番号

事業名 内容
実績

進捗状況
担当課
（H29）H28 H29

１７ 日中一時支援 ○地域生活支援事業の一つとして、日中、障害者支援施
設等において障害のある人（就学児以上）に活動の場を
提供し、見守りや社会適応に必要な訓練を行う日中一時
支援事業を実施します。

実施（57人） 実施（44人） 達成した 福祉総務課

１８ グループホーム・ケア
ホーム

○地域において自立して暮らせるよう、住まいの場とな
るグループホームやケアホームの整備を促進します。

４事業所
定員60人

４事業所
定員67人

概ね達成した 福祉総務課

１９ シルバーハウジング ○市営住宅の建て替えに合わせて、手すりや緊急通報装
置等が設置されたシルバーハウジングの整備を推進し、
入居要件に該当する障害のある人への提供を行います。

下重原住宅をシルバーハウジン
グに整備するため一部取壊しを
実施

下重原住宅のシルバーハウジン
グ整備を実施

概ね達成した 建築課

２０ 住宅改修費の支給 ○個人の住宅の居室、浴室、トイレ等を障害のある人用
に改修する場合に住宅改修費を支給します。

実施（５件） 実施（２件） 達成した 福祉総務課

２１ 施設入所支援 ○施設への入所が必要な障害のある人が円滑な施設利用
ができるよう、環境を整備します。

○事業者との連携のもと、地域の中での入所施設の機能
や役割について検討し、地域との交流、自立訓練、相談
の場などの充実・確保を図ります。

実施（延利用者80人）
２事業所
定員50人

実施（延利用者77人）
２事業所
定員50人

達成した 福祉総務課

２２ 多様な住まい方への支
援

○通路等のバリアフリー化やエレベーターの設置がなさ
れている市営住宅を、障害のある人や高齢者向けの住戸
として入居を推進します。

○障害のある人や高齢者で、入居要件に該当する方に対
し、市営住宅への優先入居を行います。

○県との連携のもと、民間住宅への入居支援の充実を図
ります。

・市営住宅改修
西境住宅他10戸

・優先入居 中山住宅他３戸

・市営住宅改修
一ツ木西住宅他８戸

・優先入居 西田住宅他３戸

概ね達成した 福祉総務課
建築課

２３ コミュニケーション支
援

○手話通訳者、要約筆記者の派遣等を行い、聴覚障害の
ある人の意思疎通の円滑化を図ります。

○ボランティアガイドを務めるボランティア団体への活
動支援を通じ、視覚障害のある人や脳性まひ者等全身障
害者の社会参加や外出を支援します。

・手話通訳等派遣件数 261件
・手話通訳者奉仕員養成講座、
要約筆記ボランティア講座開催
・ボランティアガイド利用者
289人

・手話通訳等派遣件数 274件
・手話通訳者奉仕員養成講座、
要約筆記ボランティア講座開催
・ボランティアガイド利用者
334人
・筆談ボードを福祉総務課に設
置した

達成した 福祉総務課
社会福祉協議会

２４ 補装具費の支給 ○障害のある人の身体機能を補完・代替する補装具の購
入または修理に要した費用の一部について補装具費を支
給します。

実施（203件） 実施（229件） 達成した 福祉総務課
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２５ 日常生活用具費の支給 ○日常生活上の便宜を図るため、障害のある人に対し介
護・訓練支援用具、自立生活支援用具、在宅療養等支援
用具、情報・意思疎通支援用具、排せつ管理支援用具の
購入に要した費用の一部について日常生活用具費を支給
します。

実施（2,310件） 実施（2,342件） 達成した 福祉総務課

２６ 自動車運転免許取得費
等の支給

○身体障害のある人が普通自動車運転免許を取得した場
合に、その経費の一部を助成します。

○身体障害のある人が就労等のために自ら運転する自動
車の改造、または重度の身体障害のある人の介護者が本
人の移動のために自動車を改造、もしくは購入する場合、
その経費の一部を助成します。

実施（自動車改造費：7件、自
動車運転免許取得助成：１件）

実施（自動車改造費：9件、自
動車運転免許取得助成：３件）

達成した 福祉総務課

２７ 福祉タクシー料金の助
成

○電車、バス等の公共交通機関を利用することができな
い障害のある人に対し、福祉タクシー券を交付し、経済
的負担の軽減及び社会参加の促進を図ります。

実施（1,722件） 実施（1,782件） 達成した 福祉総務課

２８ 各種手当ての給付 ○障害のある人の経済的負担を軽減し、地域で安定した
生活が送れるよう、国・県の各種手当に加え、市で心身
障害者扶助料を支給します。

○難病のある人に対し、難病見舞金を支給します。

実施（扶助料：5,681件、難病
見舞金：876件）

実施（扶助料：5,760件、難病
見舞金：905件）

達成した 福祉総務課

２９ 高齢者・障害者単身世
帯等の戸別収集

○家庭から出るごみや資源を集積場所まで運ぶことが困
難な高齢者・障害者単身世帯等に対し、戸別の収集を行
います。

○利用世帯数の増加に応じて収集体制等の検討を行いま
す。

実施（33世帯） 実施（32世帯） 達成した ごみ減量推進課

３０ 障害のある人の地域移
行

○医療機関等との連携のもと、障害のある人の地域生活
への移行支援及び定着支援に向け、各種サービスの充実
を図ります。

○施設入所者や、病院に入院している障害のある人の地
域移行を進めるため、地域相談支援（地域移行支援、地
域定着支援）事業を推進します。

自立支援協議会の地域専門部会
において、精神科病院への訪問
調査及び事例の検証を実施（地
域移行支援支給決定数：１件）

障害者支援センターにおいて、
地域移行支援の利用を促進（地
域移行支援支給決定数：２件）

概ね達成した 福祉総務課

３１ 刈谷市障害者自立支援
協議会の運営

○保健・医療、学校・企業・就労支援などの関係者、相
談支援事業者、サービス事業者、当事者団体、行政機関
などで構成する刈谷市障害者自立支援協議会において、
相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシ
ステムづくりを進めます。

実施（３回開催） 実施（３回開催） 達成した 福祉総務課
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事業
番号

事業名 内容
実績

進捗状況
担当課
（H29）H28 H29

３２ 障害者相談支援事業 ○市が指定する特定相談支援事業者等との連携のもと、
障害のある人からの相談に対応し、助言や情報提供等の
支援を行います。

○特定相談支援事業者と連携を強化し、障害のある人の
ニーズや特性に応じたサービス等利用計画の作成を行い
ます。また、利用者の状況に応じてモニタリングを実施
し、障害のある人を取り巻く環境の変化等に対応します。

実施（相談件数:6,823件、計画
作成件数:608件）

実施（相談件数:8,246件、計
画作成件数:789件）

達成した 福祉総務課

３３ 市相談窓口の充実 ○市障害福祉課の窓口において各種障害福祉サービスに
関する相談、助言、情報提供を行い、高い専門性が必要
とされる相談内容については、専門機関と連携を図りな
がら必要な支援を行います。

○研修等への参加を通じ、相談にあたる職員の知識の向
上に努めます。

実施 実施
市内障害福祉事業所マップを作
成し、市窓口や相談支援事業所
で配布した

達成した 福祉総務課

３４ ピアカウンセリング ○障害者相談員を配置し、障害のある人または保護者か
らの相談に応じ、必要な情報の提供や助言を行います。

○障害者相談員と、民生委員・児童委員やその他の相談
機関等との連携が図れるよう、支援を行います。

実績なし 実績なし 達成して
いない

福祉総務課

３５ 基幹相談支援センター
の設置

○基幹相談支援センターを設置し、障害のある人の総合
的な相談や成年後見制度の利用支援に対応できる体制を
整備します。

○基幹相談支援センターを中心に、市内の各種相談機関
や、障害のある人が利用する障害福祉サービス提供事業
所、医療機関、学校等との連携を強化します。

Ｈ28.4.1に基幹相談支援セン
ターを開所

設置済 達成した 福祉総務課

３６ 声の市民だより ○「声の市民だより」により、視覚障害のある人へ市の
行政情報、その他公的な情報を提供します。

市民だよりの音声情報を、刈谷
市ホームページに掲載

市民だよりの音声情報を、刈谷
市ホームページに掲載

達成した 広報広聴課

３７ 情報のバリアフリー化
の推進

○市民だよりやホームページについて、文字の大きさや
フォント、色彩などに配慮し、障害のある人にとって見
やすく、わかりやすい情報の提供に努めます。

○障害のある人の特性やニーズに対応した情報提供の方
法等を把握し、必要に応じて導入していきます。

市民だよりにユニバーサルデザ
インフォントを使用
職員研修としてWebアクセシビ
リティ研修を実施
ビデオ広報に手話版を作成

市民だよりにユニバーサルデザ
インフォントを使用
職員研修としてWebアクセシ
ビリティ研修を実施
ビデオ広報に手話版を作成

概ね達成した 広報広聴課

３８ 刈谷の福祉ガイド ○手帳取得の手続きやサービス内容を紹介する「刈谷の
福祉ガイド」を毎年度改訂し、配布します。

○ガイドの紹介や配布の方法について研究し、サービス
を必要とする人に情報が届くよう努めます。

実施 実施 達成した 福祉総務課
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３９ 成年後見制度 ○障害等のために判断能力が十分でない人が不利益を被
らないように保護し支援する成年後見制度について、そ
の周知を図ります。

○サービス利用の観点から、成年後見制度の利用が有効
と認められる身寄りのない知的障害または精神障害のあ
る人に対し、制度の利用を支援します。

実施（相談件数：180件） 実施（相談件数：203件） 達成した 福祉総務課

４０ 日常生活自立支援事業 ○判断能力が十分でない障害のある人等が、地域で自立
した生活を送れるよう、社会福祉協議会の日常生活自立
支援事業による、福祉サービスの利用援助や日常的金銭
管理の支援を行います。

実施（35件） 実施（36件） 達成した 福祉総務課
社会福祉協議会

４１ 虐待の防止 ○障害者虐待の防止等に関する広報、その他啓発活動を
行います。

○障害者虐待防止センターを設置し、通報・報告等にか
かる体制の整備を行います。

福祉総務課内の障害者虐待防止
センターにて、通報等に対応す
るととともに、夜間や休日にお
いても対応できる体制を整えた

福祉総務課内の障害者虐待防止
センターにて、通報等に対応す
るととともに、夜間や休日にお
いても対応できる体制を整えた

達成した 福祉総務課
子育て推進課

４２ 総合的な権利擁護の推
進

○障害のある人の増加や介助者の高齢化等に対応するた
め、成年後見のあり方について検討を進めます。

成年後見支援センターにて制度
の普及啓発及び制度に関する相
談を実施

成年後見支援センターにて制度
の普及啓発及び制度に関する相
談を実施

概ね達成した 福祉総務課
社会福祉協議会

４３ 障害のある子どもへの
相談支援体制の整備

○障害の疑いのある子どもやその保護者等からの相談に
対し、保健、保育、福祉が連携して対応し、助言や情報
提供等の支援を行います。

○市が指定する特定相談支援事業者、障害児相談支援事
業者 との連携のもと、障害のある子どもの居宅サービ
ス、通所サービスの利用にあたっての障害児支援利用計
画の作成を行います。

実施
チューリップ相談室（85人）
ひまわり相談室（20人）
ことばの相談室（519人）
障害児支援利用計画（363人）

実施
チューリップ相談室（74人）
ひまわり相談室（25人）
ことばの相談室（316人）
障害児支援利用計画（390人）
子どもの発達に不安がある親向
けに子育て支援セミナーを開催
（55人）

概ね達成した 福祉総務課
子育て支援課
子ども課

４４ 児童発達支援センター ○しげはら園を児童発達支援センターとして位置づけ、
障害のある子どもや発達に遅れのある子どもに対し、基
本的生活習慣及び集団生活への適応性を養う早期療育を
行うとともに、相談支援等の機能を整備します。

○民間団体と協力し、児童発達支援センターの充実を図
ります。

実施
しげはら園延べ利用者数
（6,104人）
ひかりっこ延べ利用者数
（4,047人）

実施
しげはら園延べ利用者数
（4,048人）
ひかりっこ延べ利用者数
（3,949人）

達成した 福祉総務課
子育て支援課

４５ 保育及び就学前教育の
充実

○障害のある幼児の心身の発達を促すとともに、幼児の
障害に対する理解を深めることを目的として、すべての
保育園・幼稚園で障害のある幼児の受け入れを行います。

○保育士や幼稚園教諭等の加配により、障害のある幼児
の受け入れ体制の充実を図ります。

○臨床心理士等の保育カウンセラーによる各園への定期
的な訪問を行い、専門的な支援を行います。

臨床心理士がカウンセラーとし
て定期的に訪問（保育園:15園、
幼稚園:16園）
障害児保育補助（保育園:８園、
幼稚園:16園）

臨床心理士がカウンセラーとし
て定期的に訪問（保育園:15園、
幼稚園:16園）
障害児保育補助（保育園:８園、
幼稚園:16園）

達成した 子ども課
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事業
番号

事業名 内容
実績

進捗状況
担当課
（H29）H28 H29

４６ 保育所等訪問支援の実
施

○保育園等を利用している障害のある子どもに対し、障
害児施設等で指導経験のある児童指導員、保育士による
訪問指導を行います。

実施（215人）
保育園 14園
幼稚園 16園

実施（162人）
保育園 15園
幼稚園 16園

概ね達成した 福祉総務課
子ども課

４７ 特別支援学校の設立 ○刈谷市内での特別支援学校（肢体不自由児学校）の設
立に向け、調査・研究を進めます。

小垣江東小学校北舎の改修・増
築工事

小垣江東小学校北舎の改修・増
築工事

達成した 学校教育課

４８ 地域の学校における障
害のある児童生徒への
教育

○特別支援教育コーディネーターの各校への配置や、校
内委員会の設置、研究会の開催、巡回相談の実施などを
通じ、障害のある児童生徒への教育体制を整備し、一人
ひとりの教育的ニーズに応じて適切な教育的支援を行い
ます。

○一人ひとりの習熟に合った個別の教育支援計画や、個
別の指導計画を作成します。

○インクルーシブ教育の理念に基づき、国等の動向を踏
まえ、地域の学校で障害のある児童生徒が学べる環境を
整備します。

実施 実施 概ね達成した 学校教育課

４９ 通級指導の充実 ○言語障害、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害
（ＡＤＨＤ）のある児童を対象とした通級教室を設置し、
指導の充実に努めます。

○注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の児童が増加して
いることを踏まえ、通級教室の拡大を県に要望していき
ます。

実施 通級教室の拡大を県に要望した
結果、富士松南小学校に新たに
設置した

概ね達成した 学校教育課

５０ 関係機関との連携 ○特別支援教育連携協議会の開催を通じ、教育、医療、
福祉、健康、労働等の各分野が連携した児童生徒への支
援に努めます。

○障害のある児童について、小学校入学前に個別の教育
支援計画を作成し、保育園、幼稚園から小学校、中学校
に至るまで、一体的な指導が行える体制を整備します。

実施
特別支援教育連携協議会
（2回）
特別支援教育連携協議会
小委員会（１回）

実施
特別支援教育連携協議会
（2回）
特別支援教育連携協議会
小委員会（１回）

概ね達成した 学校教育課

５１ 支援補助員の配置 ○市内全小学校に学校教育活動支援指導補助員を配置す
るとともに、必要に応じて肢体不自由児童生徒介助支援
員を配置します。

○より継続した指導を行うため、支援員の増員・勤務日
数の増加を検討します。

実施（肢体不自由児童生徒介助
支援員…19名、特別支援学級児
童生徒支援指導補助員…13名）

実施（肢体不自由児童生徒介助
支援員‥22名、特別支援学級児
童生徒支援指導補助員‥18名）

概ね達成した 学校教育課

５２ 体験学習・校外学習の
推進

○各学校の特別支援学級に通級する児童生徒同士の交流
を図るため、合同行事を開催します。

実施
合同宿泊訓練、合同運動会、
合同卒業生から進路を学ぶ会、
合同職場実習、合同交流会

実施
合同宿泊訓練、合同運動会、
合同卒業生から進路を学ぶ会、
合同職場実習、合同交流会

達成した 学校教育課

５３ 学校施設のバリアフ
リー化の推進

○必要に応じてスロープの設置等を行うなど、学校施設
のバリアフリー化を推進します。

○学校施設の改築の際には、バリアフリー、ユニバーサ
ルデザインの視点から建設を進めます。

日高小学校、小垣江小学校、依
佐美中学校の一部のトイレをバ
リアフリー化

小高原小学校、平成小学校、小
垣江小学校、小垣江東小学校、
刈谷東中学校の一部のトイレを
バリアフリー化

達成した 教育総務課
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５４ 就学相談・情報提供の
充実

○就学指導委員会の開催や、就学相談、特別支援学校へ
の体験入学等を通じ、障害のある児童生徒の就学を支援
します。

実施（西三河就学相談、刈谷市
就学相談、県立特別支援学校の
体験入学）

実施（西三河就学相談、刈谷市
就学相談、県立特別支援学校の
体験入学）

達成した 学校教育課

５５ 障害のある子どもの進
路指導の推進

○職場実習や卒業生からの進路を学ぶ会等の実施を通じ、
障害のある児童生徒が、自身の将来の進路や職業を考え
る機会を設けます。

実施 実施
特別支援学級の生徒全員が職場
実習を実施

概ね達成した 学校教育課

５６ 日中一時支援
（再掲）

○地域生活支援事業の一つとして、日中、障害者支援施
設等において障害のある人（就学児以上）に活動の場を
提供し、見守りや社会適応に必要な訓練を行う日中一時
支援事業を実施します。

実施（57人） 実施（44人） 達成した 福祉総務課

５７ 児童クラブや放課後
子ども教室の充実

○児童クラブ施設のバリアフリー化を進め、障害のある
児童の受け入れに努めます。

○放課後子ども教室において、障害のある児童の受け入
れに努めます。

・児童クラブ（特別支援学級児
童13人登録）
・放課後子ども教室（特別支援
学級児童８人受入れ）

・児童クラブ（特別支援学級児
童15人登録）
・放課後子ども教室（特別支援
学級児童９人受入れ）

達成した 子育て推進課
生涯学習課

５８ レスパイト事業 ○夏休みなどの長期休暇における障害のある中・高校生
等の日中活動の場の確保及び家族の休息を図るため、障
害者支援施設等で日中において一時的に受け入れるレス
パイト事業を実施します。

実施
くすのき園 18人
たんぽぽ 25人
つくし作業所 13人

実施
くすのき園 8人
たんぽぽ 19人
つくし作業所 7人

達成した 福祉総務課

５９ 児童発達支援事業 ○障害のある子どもの身近な療育の場として、地域の障
害のある子どもを対象に、基本的な動作の指導、知識技
能の付与、集団生活への適応訓練等を行う児童発達支援
事業を実施します。

実施（77人） 実施（81人） 達成した 福祉総務課

６０ 放課後等デイサービス ○学校通学中の障害のある子どもに対して、放課後や夏
休み等の長期休暇中の居場所づくりや訓練の場を提供す
る放課後等デイサービスを実施します。

実施（194人） 実施（293人） 達成した 福祉総務課

６１ ファミリー・サポー
ト・センターの充実

○ファミリー・サポート・センターに登録する援助会員
への講習会等の実施により、障害のある児童への対応が
できる会員の確保・養成に努めます。

実施 実施 概ね達成した 子育て支援課

６２ 企業等への働きかけ ○障害のある人の雇用義務制度や、企業の社会的責任な
どについて啓発を行います。
○パンフレットなどの活用により、各種助成制度等につ
いての情報提供を行います。

実施 実施 達成した 商工業振興課

６３ 就労支援ネットワーク ○障害のある人の一般就労を促進するため、刈谷市障害
者自立支援協議会を中心として、特別支援学校等の教育
機関、公共職業安定所等の就労関係機関、就労移行支援
を行う事業所、企業等と情報を交換し、連携を図ります。

事業所、企業等と情報を交換し、
連携を図る場として障害者雇用
セミナーを開催（参加者29人）

事業所、企業等と情報を交換し、
連携を図る場として障害者雇用
セミナー（参加者26人）、事業
所バスツアー（参加者13人）を
開催

達成した 福祉総務課
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事業
番号

事業名 内容
実績

進捗状況
担当課
（H29）H28 H29

６４ 市職員の障害者雇用の
拡大

○刈谷市において今後も障害者雇用率が法定雇用率を上
回るよう職員の計画的な採用を行います。

○職場のバリアフリー化や就労形態の工夫により、障害
のある人が働きやすい環境づくりに努めます。

採用なし ２人（身体障害）採用 概ね達成した 人事課

６５ 障害者雇用企業の評価 ○総合評価落札方式で行う工事入札において、障害のあ
る人の雇用に積極的に取り組む企業を評価することによ
り、企業における障害のある人の雇用を促進します。

実施（14件） 実施（20件） 達成した 契約検査課

６６ 障害者就業・生活支援
センター設置の働きか
け

○西三河南部西圏域の障害のある人の就労支援に関して
中心的な役割を担う、障害者就業・生活支援センターの
設置を、圏域内の市町との連携により、県に働きかけま
す。

設置済 設置済 達成した 福祉総務課

６７ 起業への支援 ○刈谷市民活動支援基金の活用により、ＮＰＯ法人の設
立をめざす団体等の活動を支援します。

○刈谷市民ボランティア活動支援センターにおける相談
や講座等を通じ、ＮＰＯの設立、起業等を支援します。

・市民活動支援基金を活用し、
NPO法人設立支援事業１団体、
福祉関係のまちづくり活動支援
２事業に補助金を交付

・市民活動支援基金を活用し、
福祉関係のまちづくり活動支援
2事業に補助金を交付

概ね達成した 市民協働課

６８ 就労移行支援事業 ○福祉施設から一般就労等への移行に向けて、基礎的な
訓練の実施、事業所内や企業における作業や実習、適性
に合った職場探し、就労後における職場定着等、障害の
ある人の就労移行を支援します。

実施（37人） 実施（33人） 達成した 福祉総務課

６９ 就労継続支援事業 ○一般就労が困難な障害のある人等を対象に、通所によ
り働く場を提供するとともに、知識及び能力向上のため
に必要な訓練を行う就労継続支援事業を行います。

実施
就労継続支援A型 119人
就労継続支援B型 173人

実施
就労継続支援A型 107人
就労継続支援B型 202人

達成した 福祉総務課

７０ 職親委託事業 ○知的障害のある人を預かり、自立のための生活訓練や
就職に必要な技能習得訓練を行う職親委託事業を行いま
す。

実施（利用者なし） 実施（利用者なし） 達成した 福祉総務課

７１ 工賃水準の向上 ○就労継続支援事業所等の工賃水準の向上を図るため、
事業所製品の展示・販路拡大等に努めます。

市役所で事業所製品の展示・販
売を実施

市役所で事業所製品の展示・販
売を実施

概ね達成した 福祉総務課
社会福祉協議会

７２ 就職支度金の支給 ○社会復帰の促進を図ることを目的として、就労移行支
援事業を利用している人が、訓練を終了し就職等により
自立する場合に就職支度金を支給します。

実施（６件） 実施（３件） 達成した 福祉総務課

７３ 障害のある人の雇用へ
の理解促進

○障害のある人を雇用している企業や、企業で活躍して
いる障害のある人の紹介を行う等、障害者雇用への理解
の促進を図ります。

障害者雇用を考えている企業の
担当者を対象に障害者雇用セミ
ナー開催

障害者雇用を考えている企業の
担当者を対象に障害者雇用セミ
ナー、事業所バスツアー開催

達成した 福祉総務課
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７４ スポーツ活動への参加
支援

○スポーツの楽しさを体験し、スポーツを通じた社会参
加を促進するため、障害者スポーツ大会への参加を支援
します。

○スポーツ活動への障害のある人の参加を支援するため
のボランティアや指導者の育成に努めます。

○総合型地域スポーツクラブ等で、障害のある人も参加
できるプログラムの提供に努めます。

・スポーツ大会激励金支給16件
・子どもから高齢者まで、気軽
に楽しめる種目を紹介、体験す
る機会を提供（刈谷GOGO
ウォーキング大会、スポーツふ
れあいday、ノルディック・
ウォークステーションの開催）

・スポーツ大会激励金支給18
件
・子どもから高齢者まで、気
軽に楽しめる種目を紹介、体
験する機会を提供（刈谷
GOGOウォーキング大会、ス
ポーツふれあいday、ノル
ディック・ウォークステー
ションの開催）

概ね達成した 福祉総務課
スポーツ課

７５ スポーツ教室の開催 ○一人でも多くの人がスポーツに親しめるよう、障害の
ある人が参加できるスポーツ教室を開催します。

実施（３B体操参加者：426人
機能訓練講座参加者：233人）

実施（３B体操参加者：370人
機能訓練講座参加者：235
人）

概ね達成した 社会福祉協議会

７６ 文化芸術活動機会の充
実

○障害のある人が開催・参加する作品展・文化展等を支
援します。

○障害のある人が文化芸術作品にふれられるよう、企画
展の無料化を実施します。

・刈谷市身体障害者福祉協会主
催の作品展を後援、社会福祉協
議会主催市民講座作品展を開催
・有料企画展の入場料を無料化

・刈谷市身体障害者福祉協会
主催の作品展を後援、社会福
祉協議会主催市民講座作品展
を開催
・有料企画展の入場料を無料
化

概ね達成した 文化観光課
社会福祉協議会

７７ 文化施設等のバリアフ
リー化の推進

○文化施設等において、車いすトイレや車いす用観客席
の整備、施設へのエレベーターの設置等を進め、障害の
ある人が安心して活動できる環境を整備します。

各施設の良好な使用状態を維持 各施設の良好な使用状態を維
持

達成した 生涯学習課
文化観光課

７８ 生涯学習等への参加支
援

○講演会において、磁気ループシステムの使用により、
聴覚障害のある人が参加しやすい環境づくりを進めます。
また、市民大学講座については手話通訳・要約筆記を配
置します。

実施 実施 達成した 生涯学習課

７９ 市立図書館サービスの
充実

○大活字本や録音図書等の充実、対面朗読や音訳資料の
配送サービスの充実を図り、視覚障害のある人の利用を
促進します。

○ボランティアによる朗読サービスの活動を支援します。

・視覚障害のある人も利用でき
る大活字本を購入（105冊）
・音声訳ボランティアによる朗
読サービス活動支援として図書
館を活用

・視覚障害のある人も利用で
きる大活字本を購入（191
冊）
・音声訳ボランティアによる
朗読サービス活動支援として
図書館を活用

達成した 生涯学習課

８０ 公共施設等のバリアフ
リー化の推進

○新設する公共施設について、誰もが利用しやすいユニ
バーサルデザインの考え方を取り入れた整備を行います。

○既存の公共施設について、利用者の要望を把握しなが
らバリアフリー化を推進します。

○投票所入り口の段差へのスロープ設置や、点字投票、
代理投票などの制度について周知を行い、障害のある人
が選挙に参加する機会を保障します。

・投票所のバリアフリー化
・双葉幼稚園、富士松北保育園
にオストメイト設備の多目的ト
イレを設置
・美術館トイレのバリアフリー
化

・投票所のバリアフリー化
・東刈谷幼稚園、小垣江東幼
稚園、日高保育園、刈谷東中
学校にオストメイト設備の多
目的トイレを設置

達成した 施設保全課
総務文書課
建築課

８１ 民間施設のバリアフ
リー化の促進

○市内の民間施設に対し、バリアフリー化に関する啓発
活動を行います。

○多くの市民が利用する医療機関や金融機関、飲食店な
ど、公共性の高い民間施設のバリアフリー化に対し、補
助を行うとともに、制度を周知し利用を促進します。

実施（補助件数３件） ・実施（補助件数３件）
・刈谷商工会議所や刈谷医師
会を訪問し制度周知に努めた。

概ね達成した 建築課
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事業
番号

事業名 内容
実績

進捗状況
担当課
（H29）H28 H29

８２ わかりやすいサインの
研究

○公共施設の案内板等の新設、修正において、障害のあ
る人にもわかりやすい表示や色彩、デザインとなるよう
努めます。

野田新町駅北側に施設案内表示
板整備

実績なし 達成した 都市交通課

８３ 公共交通機関等のバリ
アフリー化の促進

○利用者数が多い鉄道駅について、鉄道事業者との連携
のもと、エレベーター等の設置を進めます。

○段差の解消などを考慮した歩道整備等を推進します。

・実施（電線類地中化事業等）
・逢妻駅にエレベーター設置

実施（電線類地中化事業等） 達成した 道路建設課
都市交通課

８４ 文字情報の充実 ○駅の改札口やホームにおける列車の遅れや緊急情報に
ついて、音声だけでなく電光掲示板などによる文字情報
の充実が図られるよう、団体等と連携しつつ、事業者に
働きかけていきます。

実施 実施 概ね達成した 福祉総務課
都市交通課

８５ 刈谷市公共施設連絡バ
スの充実

○刈谷市公共施設連絡バスを運行し、障害のある人や高
齢者等の社会参加を促進します。

○刈谷市公共施設連絡バスの利用者数が増加しているこ
とを踏まえ、新路線の増設やバス停のシェルター、ベン
チ等の整備を推進します。

・総合健康センターバス停等に
シェルターを整備
・バスロケーションシステムを
導入し、刈谷駅南口バス停等に
運行モニターを設置

・市役所バス停等に運行モニ
ターを設置

達成した 都市交通課

８６ 安全な歩行空間の整備 ○電線類の地中化、自転車と歩行者の分離を行うことに
より、誰もが歩きやすい安全な道路空間の創出を図りま
す。

実施（東陽町他） 実施（相生町他） 達成した 道路建設課

８７ 防災に関する啓発の推
進

○防災に関する広報や、地域の自主防災訓練への支援、
防災講話の実施を通じ、地域の防災活動を支援します。
また、障害のある人の防災訓練への参加を促進します。

○要望に応じて、障害者福祉施設等に対し防災知識の普
及や啓発を行います。

・地区の防災訓練で防災講話を
実施
・自主防災推進会議を開催

・地区の防災訓練で防災講話を
実施
・自主防災推進会議を開催

概ね達成した 危機管理課
福祉総務課

８８ 災害時要援護者の把握
と地域のネットワーク
の構築

○防災部局と福祉部局が協力し、防災訓練、災害時の役
割分担、災害時要援護者に関する方針の作成等を行った
後、地域との情報共有を行い、各役割を明確にしていき
ます。

○地域や関係課と連携しつつ、災害時要援護者の把握を
進めるとともに、個人情報等に配慮しながら情報の一元
化と共有体制を整備します。

・避難行動要支援者名簿を各地
区に伝え、支援体制が取れるよ
う働きかけを行った。
・地域や関係課と連携し、より
多くの避難行動要支援者の把握
を進め、個人情報に配慮しなが
ら情報の一元化と共有体制を整
備した。

・避難行動要支援者名簿を各地
区に伝え、支援体制が取れるよ
う働きかけを行った。
・地域や関係課と連携し、より
多くの避難行動要支援者の把握
を進め、個人情報に配慮しなが
ら情報の一元化と共有体制を整
備した。

概ね達成した 危機管理課
福祉総務課
長寿課

８９ 災害時等の情報伝達 ○障害のある人に避難所の開設情報などが伝わるよう、
メール配信システムや、ファクシミリにより緊急通報を
受理する「ファクス110番」「ファクス119番」の周知
を図ります。

○同報系防災行政無線やＦＭ放送を活用した防災ラジオ
などの導入について検討を進め、障害のある人等に対応
した災害時の情報伝達体制を整備します。

防災ラジオを販売 ・防災ラジオを販売
・公共施設等４か所にJアラー
トを接続
・公共施設等６か所にKATCH
緊急地震速報サービスを接続

概ね達成した 危機管理課
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９０ 避難場所における配慮 ○主要な避難場所となる公共施設において、バリアフ
リー化を推進します。

○聴覚障害のある人に状況説明や物資の配給等の情報が
伝わるよう、文字情報を提供します。

○医師会等関係団体との連携のもと、災害時の医療体制
を整備します。

○災害時に一般の避難所での生活が困難な障害のある人
とその家族のため、福祉避難所の充実を図ります。

・福祉避難所である一ツ木福祉
センターで避難所開設訓練を実
施
・福祉避難所である南部生涯学
習センター、一ツ木福祉セン
ター、心身障害者福祉会館に非
常用電源としてソーラーパネル
等を設置
・福祉避難所の拡充を検討

一ツ木福祉センターの位置付け
を専ら福祉避難所とし、要配慮
者の受入体制を拡充した

概ね達成した 危機管理課
教育総務課
福祉総務課
長寿課

９１ 防犯対策の推進 ○障害のある人が犯罪に巻き込まれないよう、消費生活
相談を実施します。

○刈谷市メール配信サービスを活用し、犯罪被害に関す
る情報を提供し、注意を促します。

○市民だよりやホームページ等の情報媒体を活用し、消
費生活相談やメール配信サービスの周知を行います。

実施 実施 達成した くらし安心課

９２ 市民の理解促進 ○市民だよりやホームページ、社会福祉協議会の機関紙
等を通じ、障害や障害のある人への理解を進める広報・
啓発活動を行います。

○「障害者週間」や障害者に関するマークの普及等につ
いて周知を図ります。

・出前講座を開催（２回）
・機関紙「刈谷市社協だより」
を発行

・機関紙「刈谷市社協だより」
を発行

概ね達成した 福祉総務課
社会福祉協議会

９３ 市職員等の理解促進 ○市職員を対象として福祉体験研修や人権研修等を実施
し、障害の特性や障害のある人についての理解の促進を
図ります。

新規採用職員を対象に福祉体験
研修を実施

・新規採用職員を対象に福祉体
験研修を実施
・全職員を対象に障害者差別解
消法についての研修を実施

達成した 人事課

９４ 学校における福祉教育
の推進

○小中学校において、社会福祉協議会との連携による福
祉実践教育を実施します。講義やボランティア体験学習
等の実施により、障害者福祉に関する知識や理解を深め、
将来的なボランティアの担い手の育成を図ります。

○小中学校の「総合的な学習の時間」等の中で、福祉を
テーマとした学習を進めます。

○交流学習を通じて、障害のある児童生徒についての正
しい理解と接し方のマナーを身につけていきます。

・小中学校で視覚障害者ガイド
および盲導犬についての学習を
実施
・小中学生が、車椅子、手話、
点字等の体験を行った
・青少年ボランティア福祉体験
学習事業、刈谷市社会福祉教育
指定校研修会を実施

・小中学校で視覚障害者ガイド
および盲導犬についての学習を
実施
・小中学生が、車椅子、手話、
点字等の体験を行った
・青少年ボランティア福祉体験
学習事業、刈谷市社会福祉教育
指定校研修会を実施

達成した 学校教育課
社会福祉協議会

９５ 教職員の障害者理解 ○小中学校の教職員を対象に研修等を実施し、障害と障
害のある児童生徒についての知識を深めます。

実施 実施 概ね達成した 学校教育課

９６ 施設祭り・イベントの
開催支援

○障害者支援施設等において、地域住民との交流が図ら
れるよう、夏祭り等のふれあいの場づくりを支援します。

○障害のある人に対し、各種行事等に障害のある人が参
加しやすくなるよう、啓発を行います。

実施
「ふれあいの里夏祭り」
参加者数 615人

実施
「ふれあいの里夏祭り」
参加者数 670人

達成した 福祉総務課
社会福祉協議会
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事業
番号

事業名 内容
実績

進捗状況
担当課
（H29）H28 H29

９７ 児童生徒の交流 ○障害のある児童生徒と障害のない児童生徒の相互理解
を深めるため、特別支援学校と小中学校、保育園、幼稚
園等との交流の機会を設けます。

・交流保育（さくら保育園とし
げはら園、日高保育園とひか
りっこ）
・幼稚園体験の実施

・交流保育（さくら保育園とし
げはら園、日高保育園とひか
りっこ）
・幼稚園体験の実施

達成した 子ども課
学校教育課

９８ ボランティアの育成と
活動支援

○刈谷市民ボランティア活動支援センターと社会福祉協
議会ボランティアセンターとの連携を強化し、ボラン
ティアに関する情報提供や相談、活動のコーディネート
を行います。

・情報誌「ぼらっち」、「ひま
わりボランティア通信」を発行
・まちづくり交流会等を実施し、
交流や相互理解を深める機会を
創出
・ボランティア団体に活動補助
金を交付（77団体）

・情報誌「ぼらっち」、「ひま
わりボランティア通信」を発行
・まちづくり交流会等を実施し、
交流や相互理解を深める機会を
創出
・ボランティア団体に活動補助
金を交付（82団体）

概ね達成した 市民協働課
社会福祉協議会

９９ 地域住民の理解と支援 ○障害のある人が地域で自立した生活を送ることができ
る環境づくりや、災害時の避難支援の充実に向け、地域
の支え合い・助け合い活動を促進します。

・避難行動要支援者調査の結果
を地区に提供し、援助体制の構
築を依頼した
・北部地区社会福祉協議会では、
北部地区において、住民同士の
見守りや声掛けなどを推進し、
地域の福祉増進を図ることを目
的に活動を行った
・南部地区事務所では準備委員
会を開催し、平成28年７月に
南部地区社会福祉協議会が設立
した

・避難行動要支援者調査の結果
を地区に提供し、援助体制の構
築を依頼した
・北部地区社会福祉協議会では、
北部地区において、住民同士の
見守りや声掛けなどを推進し、
地域の福祉増進を図ることを目
的に活動を行った
・南部地区事務所では、南部地
区社会福祉協議会の活動を支援
した
・中部地区事務所では、中部地
区社会福祉協議会が設立される
よう支援した

概ね達成した 福祉総務課
社会福祉協議会

100 民生・児童委員の活動
促進

○地域の福祉活動の相談役、推進役として重要な役割を
担う民生・児童委員に対し、障害や障害のある人に関す
る知識を深めるための研修等の開催や関係機関との連携
について支援します。

専門部会（全６部会）において
施設研修、勉強会等を行った。

専門部会（全６部会）において
施設研修、勉強会等を行った。

達成した 福祉総務課

101 当事者団体の活動への
支援

○活動場所や情報の提供などを通じ、団体の主体性を尊
重した活動支援を行います。

○希望する人が加入できるよう、当事者団体の活動のＰ
Ｒを行います。

３団体に補助金を支給し、活動
支援を実施

３団体に補助金を支給し、活動
支援を実施

達成した 福祉総務課
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５ 第４期刈谷市障害福祉計画の成果目標

国の基本指針に基づき、障害のある人の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援に対する課題に対応するため、次
の３つの成果目標を掲げています。

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行

項目
H25末
（実績）

H29末
（目標値）

施設入所者数 86人 82人

地域生活移行者数 ― 11人

（２）障害者の地域生活の支援

障害者の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、緊

急時の受入れ、専門性、地域の体制づくり等）の集約を行う地域

生活支援拠点等を本市又は西三河南部西圏域（碧南市、刈谷市、

安城市、西尾市、知立市、高浜市）に平成29年度までに１か所

整備する。

（３）福祉施設から一般就労への移行等

項目
H25末
（実績）

H29末
（目標値）

福祉施設から一般就
労への移行者数

13人
（※H24実績）

26人

就労移行支援事業の
利用者数

29人 38人

就労移行支援事業所
全体に占める就労移
行率が３割以上の事
業所数の割合

― 100％

17

体験の機会・場

地域の体制づくり

緊急時の受入れ

専門性

相談

面的整備型

※福祉施設 …就労移行支援、就労継続支援A型・B型等の事業所

※就労移行支援…一般就労を希望する人に、一定の期間、生産活動やその他の活

動の機会の提供、知識や能力の向上のための訓練を行うもの



成果目標の進捗状況障害福祉計画６

福祉施設の入所者の地域生活への移行１

H27 H28 H29 達成状況

施設入所者数 ８１人 ８１人 ７５人 〇

目標値 平成29年度末の施設入所者数を82人とする

H27 H28 H29 達成状況

地域生活移行者数 ０人 ０人 0人 ×

目標値 平成29年度末までに施設から地域生活への移行者数を11人とする

18

【計画期間の総括及び今後の改善】

【H29施設入所者の内訳（年齢区分／障害支援区分）】

【施設入所者数と地域移行者数の推移】 【地域移行者数の推移(愛知県／刈谷市】

施設入所者数の削減については、目標値を大きく上回ったが、高齢施設への
転所や死亡によるもので、自宅やグループホームなどの地域生活への移行者は
３年間で０人であった。

施設入所を希望する待機者の多さや、施設入所者の重度化・長期化、グルー
プホーム等の受け皿の確保など、地域生活を支える方策に関して課題があり、
今後は「施設での生活」から「地域での生活」への移行ニーズや求められる支
援等の把握と分析に努めるとともに、自立支援協議会を始めとする関係者の
ネットワークの強化により、地域での生活を支援していく必要がある。

区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 計

20～29歳 0 0 1 1 1 3
30～39歳 0 0 0 5 1 6
40～49歳 0 0 7 6 11 24
50～59歳 0 0 5 6 8 19
60～69歳 2 2 6 3 4 17
70歳～ 0 1 2 3 0 6
計 2 3 21 24 25 75
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福祉施設から一般就労への移行等３

H27 H28 H29 達成状況

一般就労移行者数 １２人 １７人 １９人 ×

目標値 平成29年度末に福祉施設を退所し、一般就労する者を26人とする

H27 H28 H29 達成状況

就労移行支援事業利用者数 ３２人 ４３人 ３３人 ×

目標値 平成29年度の就労移行支援事業の利用者数を38人とする

H27 H28 H29 達成状況

就労移行率３割以上の就労
移行支援事業所数の割合

３３％ ６６％ ６６％ ×

目標値 平成29年度末までに就労移行率３割以上の就労移行支援事業所数を
100％とする

【計画期間の総括及び今後の改善】

【一般就労移行者数と就労移行支援利用者数の推移】

障害者の地域生活の支援

H27 H28 H29 達成状況

地域生活支援拠点等 未整備 未整備 未整備 ×

目標値 平成29年度末までに地域生活支援拠点等を市又は圏域で整備する

２ 【計画期間の総括及び今後の改善】

地域生活支援拠点等の整備については、圏域では整備に至らず、市単位で整備
する必要があったが、整備することができなかった。

地域生活支援拠点等の機能として、「相談」「緊急時の受入れ」「体験の場」
等が求められており、「相談」については、平成28年度に障害種別や年齢を問わ
ず様々な障害に関する総合窓口として基幹相談支援センターを設置し、「緊急時
の受入れ」「体験の場」については、グループホームの居室を借り上げるなど、
居住支援の機能の拡充を図りました。

今後は、既存の機能等を有機的に連携する仕組みを構築するため、コーディ
ネーターの配置等により拠点整備を図っていく必要がある。

福祉施設からの一般就労への移行については、年々増加傾向であったが、目標
を達成できなかった。なお、一般就労移行者19人の移行前に利用していた福祉施
設の内訳は、就労移行支援が11人、就労継続支援Ａ型が４人、就労継続支援Ｂ型
が４人であった。

就労移行支援事業の利用者数及び事業所の一般就労への移行率についても、目
標を達成できなかった。なお、平成29年度の一般就労への移行率については、Ａ
事業所が33％、Ｂ事業所が17％、Ｃ事業所が40％であった。

福祉から一般就労の流れを促進するためには、就労移行支援事業が有効であり、
就労準備段階から就労定着段階までの支援が継続できるような取り組みや、就労
支援機関の連絡会を通して、事業所の支援力向上を図る必要がある。



７ 障害福祉サービス等見込量（活動指標）障害福祉計画

サービス名 単位 H27 H28
H29

見込量 実績 進捗率 利用状況と課題

障
害
福
祉
サ
｜
ビ
ス

居宅介護 時間（時間/月） 1,506 1,665 1,370 1,758 128.3% ・居宅介護及び重度訪問介護は、実績が見込量を上回っています。サー
ビス利用のニーズが高まっていることにあわせて、対応する事業所も
充足しており、利用者が必要とするサービスを適正に提供できている
と考えます。

・行動援護は、見込量に対する乖離が大きく、市内に事業所が１か所し
かないことが要因と考えます。

重度訪問介護 時間（時間/月） 1,573 1,625 2,135 2,392 112.0%

同行援護 時間（時間/月） 87 86 139 72 51.8%

行動援護 時間（時間/月） 28 4 35 3 8.6%

生活介護 日数（人日/月） 3,510 3,610 3,871 3,681 95.1%

・就労継続支援A型は、実績が見込量を上回っていますが、実績は減少
傾向にあります。事業所が拡充されていないことが要因と考えます。

・就労継続支援B型は、実績が見込量を上回っています。就労意欲の高
まりや事業所の拡充が図られていることが要因と考えます。

・短期入所は、実績が見込量を上回っていますが、利用できる施設が限
られており、事業所の拡充が課題と考えます。

自立訓練（機能訓練） 人数（人/月） 0.8 2 1 0.2 20.0%

自立訓練（生活訓練） 人数（人/月） 7 9                  9 7 77.8%

就労移行支援 人数（人/月） 28 37 38 33 86.8%

就労継続支援A型 人数（人/月） 122 119 96 107 111.5%

就労継続支援B型 人数（人/月） 165 173 182 202 111.0%

療養介護 人数（人/月） 12 11 14 12 85.7%

短期入所 人数（人/月） 44 47 41 48 117.1%

グループホーム 人数（人/月） 40 52 47 59 125.5% ・グループホームは、事業所の定員が増加したことから実績が見込量を
上回っています。今後も地域移行の推進に向けて整備を進める必要が
あります。施設入所支援 人数（人/月） 81 80 82 77 93.9%

計画相談支援 人数（人/月） 60 61 118 75 63.5% ・計画相談支援は、モニタリング期間が長期化していることなどから実績が見込
量を下回ってます。

・地域移行支援及び地域定着支援は、実績が見込量を下回っています。サービス
の認知が低いことや地域生活を行う上での社会資源の不足が要因と考えます。

地域移行支援 人数（人/月） 0 0.8  2 0.2 10.0%

地域定着支援 人数（人/月） 0 0 2 0 0%

障
害
児
通
所
支
援
等

児童発達支援 人数（人/月） 65 77 70 81 115.7%
・障害児数の増加に伴い、実績が見込量を上回っています。特に放課後
等デイサービスは平成27年４月時点の８事業所から平成29年度末に
は17事業所と大きく増加したことに伴い、必要な方にサービスが充
足されている状況です。

放課後等デイサービス 人数（人/月） 177 194 130 293 225.4%

保育所等訪問支援 人数（人/月） 6 17 2 16 800.0%

障害児相談支援 人数（人/月） 30 37 17 44 258.8%

地
域
生
活
支
援
事
業

移動支援 時間（時間/月） 679 723 735 855 116.3%
・移動支援は、外出支援のニーズが増加しており、実績が伸びていま
す。

・日中一時支援は、事業所の閉鎖に伴い、実績が見込量を下回っていま
す。

地域活動支援センター 人数（人/月） 60 66 50 60 120.0%

移動入浴 人数（人/月） 7 6 9 7 77.8%

日中一時支援 人数（人/月） 62 57 79 44 55.7% 20


